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子どもの安全防護を放棄した文部科学省！ 
　
「２０ミリシーベルトを下回れば問題ない」と判断？？
子どもの健康を守るべき立場にいる文部科学省が、こともあろうに労働基準法上１８歳以下が働いてはいけないことになっている年間５ミリシーベルトよりはるかに高い放射線被曝量を子どもが浴びることを認める方針を出しました！　以下、報道ニュースより


政府の原子力災害対策本部は１９日、福島県内の学校の安全基準について、大気中の放射線量が年間２０ミリシーベルトを下回るとみられる場合は、通常通りの校舎や校庭の利用を認める暫定方針を決定したと発表した。放射線量の測定を続け、夏休みが終わる８月下旬をめどに見直しを行う。

　原子力安全委員会の一部委員は「子どもは成人の半分以下とすべきだ」と指摘していたが、文部科学省は「国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）は、大人も子どもも原発事故後には１～２０ミリシーベルトの被ばくを認めている」と説明。計画的避難区域の指定基準と同じ年２０ミリシーベルトを下回れば問題ないと判断した。計画的避難区域と緊急時避難準備区域に指定される地域の学校は使用しない。その他の学校のうち、通常通り屋外活動を行うと年２０ミリシーベルト以上となる恐れがあるのは福島、郡山、伊達３市の１３校・園（児童・生徒・園児計３５６０人）。文部科学省と厚生労働省は福島県教育委員会などに対し、これらの学校については校庭での活動を１日約１時間とし、活動後には手や顔を洗うことや、砂ぼこりが多いときは窓を閉めることなどを求める通知を出した。
文科省によると、現時点の放射線量が変わらず、毎日８時間は屋外に、残り１６時間は木造家屋内にいたと仮定すると、校庭での放射線量が１時間当たり３．８マイクロシーベルトの場合、１年後の積算線量が２０ミリシーベルトとなる。この試算から同３．８マイクロシーベルト未満の学校では、通常通りの活動を認めることにした。

あまりにも無知、無責任な見解に正直、怒りが収まりません。肺に吸い込んだ放射能は洗っても取れないことなど猫でもわかることです。東大出の学力優秀なエリート官僚が机上の理論(理論にすらなっていない・・・)だけで犯罪的な愚策を続ける・・・・炉心溶融しているのは原発だけではなさそうです。以下、問題点を整理します。

①年間２０ミリシーベルトという放射線量は、医療や原子力発電所などの放射線管理区域に勤務する年間被曝量５ミリシーベルトよりはるかに高い線量であること。

５ミリシーベルト　→　放射線業務従事者（妊娠可能な女子に限る）が法定の3か月間にさらされてよい放射線の限度。
②労働基準法上、こうした放射線管理区域での１８未満の青少年の労働は禁止されている。
③２０ミリシーベルトの放射線被曝量は原発労働者が白血病になった際、労災認定されるレベルでの数値である。

子どもの放射線被曝を心配する市民団体が文部科学省担当官と交渉し、こうした問題点を指摘したところ、返答は「個人的に、放射線管理区域（放射線被曝基準）は存じていない」と返答したそうです。また、２０ミリシーベルトという安全基準を誰が決めたのかとの質問に対し、「19日に内閣府原子力安全委員会が「問題なし」と決定し助言した」と回答。しかし、「５人の委員が会合を開いた事実はなく、また議事録も見たことがない」という。更に、「国の設定した２０ミリシーベルトには食物などや土ホコリなどによる内部被ばくなどは含まれてない」ことが判明しました。
学校などの放射能汚染に関しては、原発震災復興・福島会議が福島県に対して、０．６μSV/h以上の学校の授業中止と学童疎開を求めて要望書を提出しています。
【関係法令】

「労働安全衛生法」→「労働安全衛生法施行令」→「電力放射線障害防止規則」
第1条　「事業者は、労働者が電離放射線を受けることをできるだけ少なくするように努めなければならない。」

第三条　放射線管理区域
一 　外部放射線による実効線量と空気中の放射性物質による実効線量との合計が３月間につき１．３ミリシーベルトを超えるおそれのある区域 　

＊年間では1.3×4＝5.2ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ   1時間あたり0.6μｼｰﾍﾞﾙﾄ（ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ）
二 　放射性物質の表面密度が別表第三に掲げる限度の十分の一を超えるおそれのある区域

No６号で紹介した「人工放射線と人体への影響」を再掲する。２０mSvが如何に大きな値であるかを理解してほしい。今回の決定は誤りのレベルを超えて「犯罪的」かつ「違法」です。
よって、この見解に従うことは共犯の立場になることになります。教職員は国民に対して直接的な責任を負う教育業務に従事しています。国民に対して直接責任を負うとは、明らかに政府が誤った政策を出した場合には、公務員として国民を守るべき立場で仕事をしているということです。放射線濃度が高い校庭で、例え1時間であっても遊ばせて体内被曝をさせるようなことは絶対してはならないのです。そもそも、そうした危険な環境にある学校施設を再開させること自体、誤った判断だと言わざるを得ません。
教育基本法が「改正」され、「国民全体に対し直接に責任を負って行われるべきもの」という文言はすでにありません。教職員が責任を負うべき対象が「国民から国家」にかわったことを意味します。
しかし、日本が国民主権の国である以上、国家の主体はあくまで国民であり、国民の主権を守ることが公務員の最大の責務であることにかわりはありません。今後の県教育委員会や教育関係者の動向を注視する必要があります。
	数値
	体外から浴びた人工放射線量に対する人体への影響　実効線量 (被曝総量)ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ (mSv)

	
	

	0.1 
	原子力発電所の事業所境界での1年間の線量。

	0.1 
	胸部X線撮影。

	0.3 
	

	1.0 
	一般公衆が1年間にさらされてよい人工放射線の限度（ＩＣＲＰの勧告）。
放射線業務につく女性が、妊娠を知ったときから出産までにさらされてよい放射線の限度。

	4.0 
	胃のX線撮影。

	7.2 
	X線CTによる撮像。

	50.0 
	電離放射線障害防止規則による放射線業務従事者（妊娠可能な女子を除く）が1年間にさらされてよい放射線の限度。
日本国原子力安全委員会の指針では一般人の「避難」
自衛隊・消防・警察（妊娠可能な女子を除く）が1年間にさらされてよい放射線の限度。

	100.0 
	放射線業務従事者（妊娠可能な女子を除く）が法定の5年間にさらされてよい放射線の限度。
放射線業務従事者（妊娠可能な女子を除く）が1回の緊急作業でさらされてよい放射線の限度。
妊娠可能な女子には緊急作業が認められていない。

	250.0 
	白血球の減少。（一度にまとめて受けた場合、以下同じ）

	500.0 
	リンパ球の減少。

	1000.0 
	１シーベルト(Sｖ）　　急性放射線障害。悪心（吐き気）、嘔吐など。水晶体混濁。

	2000.0 
	出血、脱毛など。5%の人が死亡する。

	3000.0 
	50%の人が死亡する。（人体局所の被曝については3,000 : 脱毛、4,000 : 永久不妊、5,000 : 白内障、皮膚の紅斑）

	5000.0 
	

	7000.0 
	99%の人が死亡する。

	10000.0 
	



















































































